
本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。

詳細な内容については会議録を御参照ください。

1

衆議院決算行政監視委員会ニュース

平成 24.4.12 第 180 回国会第 2号

4月 12 日（木）、第 2回の委員会が開かれました。

１ 歳入歳出の実況に関する件

行政監視に関する件

・岡田国務大臣（行政改革担当）、小川法務大臣、安住財務大臣、前田国土交通大臣、自見国務大臣（金融担当）、齋藤

内閣官房副長官、中塚内閣府副大臣、下条防衛大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

平 将 明君（自民）

・「改正貸金業法」の完全施行からほぼ２年が経過したが、

多重債務者の問題に対応できたのか、また、改正法がマ

クロ経済に与える影響について試算を行ったのかについ

て金融庁の見解を伺いたい。

・法改正後に金融庁の行った貸金業利用者に関する調査は

法改正の無謬性を補強するための資料になっており、効

果があったように見せかけているところがあるが、この

ような資料の作成には問題があるのではないか。

・貸金業者に対する過払請求を行った弁護士や司法書士が

その報酬の申告漏れを指摘されたことに対して、法務省

が昨年協議・助言を約束したにもかかわらず現在まで行

っていないことは、司法の信頼性を著しく損なうのでは

ないか。

下 村 博 文君（自民）

・自衛隊が平時から国際法に基づいて領海警備をできるよ

うにするための法整備について防衛省に伺いたい。

・尖閣諸島に数百人規模で中国民間人等が上陸し、その保

護の名目で中国軍が動員された場合に、海上保安庁及び

防衛省は対応できるのか。

・石垣市長が昨年６月に要望した魚釣島での慰霊祭実施の

ための上陸について、政府は島の賃借の目的が平穏かつ

安定的な維持及び管理であることを理由に拒んでいるが、

認めるべきではないか。

階 猛君（民主）

・行政改革について、何をどこまでやるかが明確でないの

で、現在政府で進めている行政改革の定義を伺いたい。

・今回の行政改革の目的は、再来年４月の消費税率引上げ

までに国民の納得と信頼を得ることと考えてよいか、政

府の見解を伺いたい。また、国民の納得と信頼を得るこ

ととはどういうことか、そのイメージについても伺いた

い。

・行政改革の中身である公務員人件費２割削減、天下り対

策、行政監視機能の強化、公共調達改革、国有資産売却

等について、これまでの進捗状況及び今後の対応状況を

伺いたい。

遠 山 清 彦君（公明）

・定期点検整備を受けていない自動車の所有者に対する当

局の対応について伺いたい。

・前検査・後整備で車検を行う場合に、後整備を行わなか

った自動車は次回の前検査を受けられないようにするな

ど、規制を強化して整備の実施率を高めるべきではない

かと考えるが国土交通大臣の所見を伺いたい。

・違法な整備を行ったり、整備記録簿を偽造して車検を受

けさせたりしている未認証工場への対応について国土交

通大臣の所見を伺いたい。


